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●データヘルス改革について、以下の４分野を中心に、2021年度以降の絵姿と工程表を今夏に策定予定

１．がんゲノム・AI
○全ゲノム解析も活用し、がんの原因究明や新たな診断・治療法

の開発、患者本位のがんゲノム医療の更なる拡充

２．自分のデータを閲覧できる仕組み（PHR)
○本人がマイナポータルで閲覧できる情報の追加等、更なるPHRの推進に

向けた検討

３．医療・介護現場での情報連携
○保健医療情報を医療機関等で確認できる仕組みの推進

４．データベースの効果的な利活用
○NDB・介護DB、その他関連する公的DBの利活用促進や連結解析に向け

た検討

技術動向を踏まえた
電子カルテの標準化の推進

■電子カルテの標準化指針を策定

→ 標準化された電子カルテの導入を

医療情報化支援基金により助成

■あわせて、技術動向を踏まえた方針と
それを牽引する施策の検討

地域医療情報連携ネットワークの
支援のあり方の厳格化

■地域医療介護総合確保基金の適正な執行

※ 都道府県からの詳細な報告や不適切事例の周知など

■病床機能別の連携・病診連携など地域医療
構想の実現に資するネットワークへの支援に
厳格化

※ ネットワークの有用性・持続性の検証
※ 転院や紹介・逆紹介の際に速やかに医療情報の確認

が行われることで、病床機能別の連携や病診連携の推
進に寄与

保健医療情報を全国の医療機関等で
確認できる仕組みの推進

■全国の医療機関等でレセプトに基づく薬剤情報や特定健診
情報を確認できる仕組みについて、２０２１年１０月以降
稼働させることを目指す。

■その他のデータ項目を医療機関等で確認できる仕組みを推
進するため、遅くとも２０２０年度末までに、その実現の
ための工程表を策定。

※ これまでの保健医療情報ネットワークに関する実証結果等を踏まえて
課題を整理し、情報連携の必要性や技術動向、費用対効果等を検証しつ
つ、運営主体や費用負担のあり方等を検討。

情報連携の必要性・優先順位、技術動向、費用対効果等を踏まえ、次の取組を実施

【これまでの実証事業等から明らかになったこと】
・ 薬剤情報は、重複投薬や多剤投与の減少に資するため、有用性が高いことが指摘されている
・ 情報連携を進めるためには、医療情報システムの標準化が課題（現状では、医療機関のコスト負担が大きい）
・ 地域医療情報連携ネットワーク（26県・152圏域）は、情報共有のユースケースが限定的といった課題 など

データヘルス改革の推進

※2019.5.31 経済財政諮問会議資料
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医療等分野の情報連携基盤に関する閣議決定

「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６月21日閣議決定）

・レセプトに基づく薬剤情報や特定健診情報といった患者の保健医療情報を、患者本人や全
国の医療機関等で確認できる仕組みに関し、特定健診情報は2021 年３月を目途に、薬剤情
報については2021 年10 月を目途に稼働させる。さらに、その他のデータ項目を医療機関
等で確認できる仕組みを推進するため、これまでの実証結果等を踏まえ、情報連携の必要
性や技術動向、費用対効果等を検証しつつ、医師や患者の抵抗感、厳重なセキュリティと
高額な導入負担など、推進に当たっての課題を踏まえた対応策の検討を進め、2020 年夏ま
でに工程表を策定する。あわせて、医療情報化支援基金の使途や成果の見える化を図りつ
つ、電子カルテの標準化を進めていく。介護情報との連携を進めるに当たって、手法等に
ついて引き続き検討する。

「成長戦略フォローアップ」（令和元年６月21日閣議決定）

イ）医療機関等における健康・医療情報の連携・活用
・患者の保健医療情報を全国の医療機関等で確認可能とすべく、着実に取組を進める。この
ため、レセプトに基づく薬剤情報や特定健診情報を確認できる仕組みについては、2021年
10月以降稼働させることを目指す。さらに、その他のデータ項目を医療機関等で確認でき
る仕組みを推進するため、これまでの保健医療情報ネットワークに関する実証結果等を踏
まえて課題を整理し、情報連携の必要性や技術動向、費用対効果等を検証しつつ、運営主
体や費用負担の在り方等の検討を進め、2020年夏までに、その実現のための工程表を策定
する。なお、介護情報との連携についても、引き続き検討する。

・医療情報化支援基金の活用等により、技術動向を踏まえた電子カルテの標準化を進める。
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全国的な保健医療情報ネットワークに向けた実証事業等について
 全国的な保健医療情報ネットワークに向けた実証事業のために、２０１８年度に以下の事業を実施。

① 保健医療記録共有サービスの基盤整備に係わる調査
・福岡県及び佐賀県の地域医療情報連携ネットワークに参加する医療機関のレセコンデータを、双方向で閲覧できる環境を構築。
模擬データを使用した実証を行い、有効性や課題についての意見交換等を実施（2018年6月~2019年3月）。意見交換では主に以
下について検討
保健医療記録共有サービスで全国的に共有すべきデータ項目
保健医療記録共有のユースケース

・個人情報保護のための患者同意手続き
・保健医療記録共有サービスの概算コストの試算

② 医療等分野情報連携基盤ネットワークセキュリティ調査
・諸外国におけるネットワーク構成及びセキュリティガイドラインの調査
・全国保健医療情報ネットワークの構成検討（クラウド※1環境の構成検討、クラウド環境でのセキュリティ機能実証、コスト試算）
※1）従来は利用者が手元のコンピュータで利用していたデータやソフトウェアを、ネットワーク経由で、サービスとして利用者に提供するもの。

実
証
事
業
の
概
要

 実証事業等で明らかになった課題
① ネットワーク参加者及び患者双方へのメリットのあるサービスとは何か

 薬（処方、調剤）と検査結果及びそれらに関する基本情報（いつ（実施年月日）どこで（施設情報）誰が（患者基礎情報
等）など）を、重要表示項目（最も重要な共有データ項目）とする。また、全国から収集可能なレセプトデータから開始する。

② 初期コスト・運営コスト等の低コスト化の必要性
 コストを上回る便益、国民から見た利便性、さらにリスクに見合ったベネフィットについて、さらにコスト面について整理が必要。

③ 電子カルテを含む医療情報システムの標準化
 地域医療連携ネットワークは、標準化が不十分なまま、ばらばらに構築されている現状がある。

④ 患者同意をとるときの、診療現場の負担が軽減される方法の検討
 同意手続きとして、法令上求められる対応や運用上求められる対応について、診療現場に過度な負担がかからないことが重要。

課

題

 有識者による下記検討会を医務技監が開催。医療等分野における情報連携基盤やシステムの安全性の確保のあり方等について検討を行った。
医療等分野情報連携基盤検討会（2018年３月～7月に2回開催）
-医療等分野情報連携基盤技術ワーキンググループ（2018年4月～7月に6回開催）
-医療等分野ネットワーク安全管理ワーキンググループ（2018年12月に１回開催）

検
討
会
の
概
要

令和元年5月23日第32回社会保障ワーキング・グループ（経済・財政一体改革推進委員会）
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ミニマムデータ項目
保健医療記録共有サービスで表示するミニマムデータセットの検討結果

ミニマムデータ・セッ
トとして重要

レセプト
データと別
途の収集
が必要

診療実施年月日

検査
（診療行為）

処方

調剤

手術（診療行為）

輸血（診療行為）

移植（診療行為）

入退院

リハビリ情報

検査結果
（外注検査分）

傷病名情報※

退院時サマリ

診療情報提供書
検査結果

（院内検査分）

医学管理料

:重要・収集可

:有用・収集可

:重要・別途収集

:有用・別途収集

凡例：

• ミニマムデータ・セットの項目を①有用性と②実現性から整理すると下記の通り整理できる。
• 重要表示項目（最も有用なミニマムデータセット）は、薬（処方、調剤）と検査結果及びそれらに関する

いつ（実施年月日）どこで（施設情報）・誰が（患者基礎情報、保険医情報）に関わる情報である。

有用性

実
現
性

レセプト
データから
収集可能

ミニマムデータ・セッ
トとして有用

＋

氏名

性別

生年月日

被保険者情報

診療・調剤年月日

施設情報

保険医氏名

いつ、どこ
で、誰がに
関わる情報

※表示の要否、マスキングの
要否・方法等の検討が必要

第1ステップ

第2ステップ

医師記録

看護記録

〔未来投資会議構造改革徹底推進会合「健康・医療・介護」会合（第６回） 配布資料〕
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特定健診情報・薬剤情報閲覧方法について
〇特定健診情報・薬剤情報等の照会・提供サービスのイメージ

保険者

個人単位被保番

支払基金・国保中央会（国保連）

特定健診情報

特定健診情報

医療費・薬剤情報

マイナポータル
！

PHRｻｰﾋﾞｽ

医療機関

本人 特定健診情報

薬剤情報

個人単位被保番と特定健診データ、薬剤
情報等を１対１で管理

本人同意

個人単位被保番 資格情報 特定健診情報 医療費・薬剤情報

マイナンバーカード

保険証
※ 問診票の記載等の際に、①本人から医療機関・薬局に対し薬剤情報を提供すること、➁医療機

関・薬局が照会作業を行うことについて、本人から同意を取得した上で、医療機関・薬局から支払

基金・国保中央会に薬剤情報を照会する。支払基金・国保中央会は保険者の委託を受けてオン

ラインで薬剤情報を回答する。

【導入により何が変わるのか】

○ 患者本人や医療機関等において、特定健診データや薬剤情報等の経年データの閲覧が可能。

⇒ 加入者の予防・健康づくりや重複投薬の削減等が期待できる。

「オンライン資格確認等システムに関する

運用等の整理案（概要）」一部更新

薬局

薬剤情報
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○ 技術革新が進む中で、医療分野においてもＩＣＴを積極的に活用し、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築していくこ
とが急務である。このため、令和元年度において、医療情報化支援基金を創設し、医療分野におけるＩＣＴ化を支援する。
（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律の改正。令和元年10月1日施行）

令和元年度予算 300億円

医療情報化支援基金（令和元年度）の対象事業

１ オンライン資格確認の導入に向けた医療機関・薬局のシステム整備の支援

オンライン資格確認を円滑に導入するため、保険医療機関・薬局での初期導入経費
（システム整備・改修等）を補助

２ 電子カルテの標準化に向けた医療機関の電子カルテシステム等導入の支援

国の指定する標準規格を用いて相互に連携可能な電子カルテシステム等を導入する
医療機関での初期導入経費を補助

国
（交付要綱の作成等）

社会保険診療報酬支払基金（※）

申請

医療機関等

交付

交付

〔支援スキーム〕

医療機関等

保険者支払基金・国保中央会

電子カルテの標準化

オンライン資格
確認の導入

資格の過誤請求等の削減
事務コストの削減
個人番号カードによる受診 等

情報の共有・連携
事務コストの削減 等

資格情報の登録
オンラインで
資格情報を提供

オンラインで
資格情報を照会

保険者をまたがって
資格情報を管理

※レセプトオンライン化設備整備事業の実績有り
（平成21～22年度）

消費税財源活用

２．オンライン資格確認や電子カルテ等の普及のための医療情報化支援基金の創設
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上記検討会のとりまとめを踏まえ、医療現場等の関係者が参画する本検討会（医療等分野情報連携
基盤検討会）において、「医療情報化支援基金」の趣旨に照らした補助要件や、標準的電子カルテの
普及方策等、具体的な施策へ反映させるための検討を行う予定。

標準的な医療情報システムについては、省庁横断的に技術的・専門的議論を行う必要があることか
ら、内閣官房健康・医療戦略室下の検討会「標準的医療情報システムに関する検討会」を開催。

標準的な医療情報システムについて、技術的側面（内閣官房の検討会）と、制度的側面
（厚生労働省の検討会）の２段階で検討する。

標準的な医療情報システムの検討について

標準的医療情報システムに関する検討会（内閣官房健康・医療戦略室）

医療等分野情報連携基盤検討会（厚生労働省）
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